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チャネル問競争の下でのテリトリー制と経済厚生

成生達彦・池田剛士・岡村誠

　複数の流通チャネルの間で競争が行なわれている市場において，生産者と小売業者の行動を3段階

ゲームとして定式化し，生産者が均衡においてテリトリー制を選択することを示す．さらに，テリト
リー制が経済厚生に及ぼす効果について検討する．ある市場に立地する小売業者は，輸送費用を負担

すれば，他の市場でも財を販売することができる．この輸送費用が十分に低い場合，市場間輸送によ

って小売業者数が増えれば，その市場の競争は激しくなり，小売価格は低くなる．逆に，輸送費があ
る程度高い場合には小売価格が上昇し，消費者厚生が悪化する．この状況でのテリトリー制の導入は，

無駄な輸送を排除することによってチャネル（またはフランチャイズ料を徴収する生産者）の利潤を増

加させると同時に，消費者厚生をも向上させるという意味で，パレート改善となる．
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1．序論

　本稿では，複数の流通チャネルの間で競争が

行なわれている市場において，排他的テリトリ

ー制の経済効果を検討する．ある市場に立地す

る小売業者は，輸送費用を負担すれば，他の市

場でも財を販売することができる．この輸送費

用が十分に低い場合，市場間輸送によってある

市場で販売する小売業者数が増えれば，その市

場の競争は激しくなり，小売価格は低くなる．

逆に，輸送費がある程度高い場合には小売価格

が上昇し，消費者厚生が悪化する可能性がある．

この状況で，フランチャイズ料を徴収する生産

者はテリトリー制を採用し，無駄な市場間輸送

を禁止することによって多くの利潤を得ること

ができる．同時に，小売価格が低くなるため，

消費者の厚生も改善される．この意味で，輸送

費がある程度高い場合には，テリトリー制の導

入によってパレートの意味での改善がなされる．

また本稿では，2人の生産者がテリトリー制を

採用するか否かについて検討し，均衡において

両者がテリトリー制を採用することを明らかに

する．

　テリトリー制についての研究は数多く存在す

るが，本稿の議論と密接に関連しているのが

Matsumura（2003）である1）．彼は独占的生産者

が円環市場に立地する2人の小売業者を介して

財を販売する状況を想定し，テリトリー制の導

入によって生産者余剰および消費者余剰が増加

する可能性を指摘している．また，Rey　and

Stiglitz（1995）やMycielski，θ’α∠（2000）は，チ

ャネル間で競争が行なわれている状況でのテリ

トリー制を分析してはいるが，市場間輸送にか

かる費用を考慮していない．さらにNikae　and

Ikeda（2006）では，本稿と類似した想定の下で

テリトリー制の効果を論じているが，生産者が

テリトリー制を採用するか否かの意思決定につ

いては議論していない．本稿では，生産者によ

る取引制度の選択を検討した上で，チャネル間

で競争が行なわれ，る状況でも，Matsumura

（2003）の主張がある程度成立することを明らか

にする．

　本稿の構成は次のとおりである．まず次節で

は，生産者と小売業者の行動を3段階ゲームと

して定式化する．その上で，テリトリーを両生

産者が採用する場合，両生産者とも採用しない

場合，一方のみが採用する場合の部分ゲームの

均衡を導出する．3節では生産者によるテリト

リー制の採否を分析し，部分ゲーム完全均衡で

は両生産者がテリトリー制を採用することを示
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す．4節では，テリトリー制の採用が生産者余

剰のみならず，消費者余剰も増加させるという

意味で，パレート改善となることを示す．5節

では，簡単な要約の後に，本稿の結果の競争政

策上の含意について議論する，

2．モデル

　同質財を生産する2人の生産者α＝1，2）を

想定する．彼らは限界（＝平均）費用。で財を

生産し，小売業者を介して，それを地理的に離

れた2つの市場（吻＝1，2）で販売する．各市場

の逆需要関数は同一で，それを

　　　　　　　ρ彿二α一曹　　　　　　（1）

とする．ここで，伽は市場〃zでの小売価格，

伽は販売量，αは市場規模を示すパラメータ

である．各生産者は，それぞれの市場で1人の

小売業者と契約し，生産者ゴは市場ブにおける

小売業者釈ブ＝1，2）を介して財を販売する．

各小売業者は自らが立地する市場で財を販売す

るのみならず，他の市場へ財を輸送して販売す

ることができる．その際，財の輸送には1単位

当たり’の費用がかかる．また，各市場の小売

業者の間ではクールノータイプの競争が行なわ

れる．均衡での販売量や出荷価格が正となるた

めに，

　　　　　　0＜o＜α＜40　　　　　　　　　　（2）

　　　0＜’＜min｛（α一。）／5，4c一α｝　　（3）

を仮定する2）．

　生産者および小売業者の意思決定のタイミン

グは次のとおりである．まず第1段階において，

各生産者はテリトリー制を採用するか否かを選

択する．第2段階では，各生産者が出荷価格と

フランチャイズ料を記した販売契約をtake－it

or　leave－it　offerの形で小売業者に提示する．小

売業者が販売契約を結んだ場合，第3段階で各

小売業者は注文量を決定し，各市場でクールノ

ー競争を行う．以下では，このゲームの部分ゲ

ーム完全均衡を求める，まず，2．1，2．2，2．3

の各節で，第2段階から始まる部分ゲームのナ

ッシュ均衡を求める．
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2，1　テリトリー制を採用しない場合

　まずはじめに，第1段階において両生産者が

テリトリー制を採用しなかった場合について検

討する．この場合，小売業者は輸送費用を負担

すれば，自らが立地していない市場でも財を販

売することができる．このとき，小売業者げ

が市場祝で販売することからの（フランチャイ

ズ料Fゴを徴収される前の）粗利潤〃伽は

　　　〃が鋭＝　（1）翅一zoゴ）（7け規　　　　ifブ＝〃2　（4－1）

　㌢が彿＝　（1り携一zO」一’）（1ガ規　　　　ifブ≠〃z　　（4－2）

と表される．勧は生産者ガの卸売価格である．

市場吻の逆需要関数諏＝α一価＝α一ΣfΣノσ伽

のもとで，各小売業者が，他の小売業者の販売

量を所与として，自らの利潤を最大にするよう

に注文量を設定するとき，第3段階のゲームの

均衡における注文量は
σガ鋭＝　（α一3z砺一ト2z〃ゐ→一2’）／5

σヴ窺＝　（α一3zoゴート2zo勘一1－3’）／5

ifブ＝〃z

　　（5－1）

ifブ≠魏

　　（5－2）

で与えられる．ここで，z砺はライバル生産者

ぬの卸売価格を表している．このとき，市場〃z

における小売価格および小売業者〃の粗利潤

は，各々

　　　　1）御＝　（α十2z砺十2zo彪一ト2’）／5　　　（6－1）

〃け彿＝　（α一3z砺十2z〃ゐ十2の2／25

エ！ガ溺＝　（α一3z〃f十2zo〃一3’）2／25

ifブ＝魏

　　（6－2）

ifブ≠〃z

　　（6－3）

となる．また，小売業者〃の総注文量および

利潤は
σ〃＝（1が1一薯一（1ガ2＝　（2α一6zoゴ十4zoゐ一’）／5　　（7－1）

　初ノ＝！！が1十〃げ2＝　（（α一3zθゴー1－2zo海十2’）2

　　　一ト（α一3z砺一ト2zo海一3’）2）／25一。呂　　（7－2）

と計算される．

　このような小売業者の行動を考慮した上で，

第2段階において生産者ガは，他の生産者乃の

提示する契約（晦，，F“）を所与として，自らの

利潤Zfを最大にするように，出荷価格勧とフ

ランチギイズ料瓦を設定する．この状況にお

ける彼の意思決定問題は

　　　Max　zゴ＝伽ro）（伽十σ」2）十2．呂
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　　　　3．’．〃が≧0，　zo．7．’．　z〃ゴand　E

と定式化される．ここで，制約条件が等号で成

立することに留意すれば，この制約条件付き最

大化問題は

　MaX　Zf＝2［伽ro）（2α一6勘十4観一’）／5

　　一←（（α一3z砺十2zoゐ十2’）2

　　一ト（α一3zoゴー十一2z〃〃一3’）2）／25工，　z〃．7．’，　z〃f

へと変換される．この極大化条件より，反応関

数

　　　z砺＝　（一2α一4zo海一ト300十’）／24　　　　（8）

が導かれ’る．それゆえ，均衡での出荷価格は

　　zo』脳＝　（一2α一ト300十’）／28

　　　　＝o一（2（α一〇）一’）／28＜o　　　　　（9）

で与えられる3）．ここで，上付き謝は両チ

ャネルでテリトリー制を採用しない場合（市場

取引）を示している．また，このときの小売業

者ガの市場〃zでの販売量，総販売量および生

産者ガの総販売量gゴは

σが〃zニ　（6α一6c一←11’）／28

σけ〃霧＝　（6α一60－17’）／28

　　　　　σ〃＝3（2α一2c一’）／14

　　　の＝σゴ1十（み2＝3（2α一26一’）／7　（10－4）

である4）．さらに，小売価格および生産者利潤

は

ifブ＝〃z

　　　（10－1）

ifブ≠〃z

　　　（10－2）

　　　（10－3）

　　　　　≠）融M＝　（α一ト60－1－3’）／7

　　gMM＝［12（α一〇）2－12（α一〇）’

　　　　　十101’2］／196＜c／28

と計算される．

　この際留意すべきことは，

ら明らかなように，

代替関係にあるということである．

式から，

が増えるとき，

る．

チャイズ料を徴収可能な生産者は，

利潤を最大にするように行動する．

（11－1）

（11－2）

　　　　　　　　　　　　　反応関数（8）式か

　　　　　　　　　生産者の出荷価格は戦略的

　　　　　　　　　　　　　　　　　また，（9）

　　　　パラメータαの上昇という意味で需要

　　　　　　　各生産者は出荷価格を引き下げ

　　このことは次のように説明される．フラン

　　　　　　　　　　　　　　　　チャネルの

　　　　　　　　　　　　　　　　需要が増え

た際に，数量競争のもとでチャネルの利潤を増

やすためには，販売量を増やす必要がある．こ

の販売量は小売業者の注文に規定される．それ

ゆえ生産者は，小売業者から多くの注文を引き

出すために，出荷価格を引き下げるのである．

このことは，なぜ出荷価格が戦略的代替関係に

あるかを説明する．いま，ライバル生産者が出

荷価格を引き上げたとしよう．このことによっ

て，ライバルチャネルの小売業者は注文量を減

らすから，自らのチャネルの（残余）需要は増加

する，このことはαの上昇と同様の効果をもた

らす．したがって，生産者は出荷価格を引き下

げるのである．さらに，この種の代替効果ゆえ

に，限界生産費用を下回る出荷価格が設定され
る5）。

2．2　テリトリー制を採用する場合

　この小節では，第1段階において両生産者が

テリトリー制を採用した場合について検討する，

この場合には，各小売業者は自らが立地する市

場でのみ財を販売する（（1ガ〃診＝0，ifブ≠〃z）．市場

魏に立地する2人の小売業者の問でクールノ

ータイプの競争が行なわれるとき，均衡におけ

る小売業者がの注文量，小売価格および利潤

は

　　　　　（7が〃3＝　（α一2z砺十zo海）／3

　　　　　　ρ規＝　（α一トz砺一1－zoゐ）／3

　　　　㌢が彿＝　（α一2zo，「トzoゐ）2／9－E

で与えられる．

　このことを考慮した上で，

（12－1）

（12－2）

（12－3）

　　　　　　　　　　　　　第2段階で生産者

∫は，他の生産者ぬの契約（2妬凡）を所与とし

て，小売業者に非負の利潤を与えるという制約

のもとで，自らの利潤を最大にするように，出

荷価格勧とフランチャイズ料Eを設定する．

この状況での利潤最大化問題は

　　MaX　Zf＝（”ro）（⑳十σ‘2）十2F」，

　　　　∫．’．〃げ≧0，　zo．γ．’．　zo，　and．農

と定式化される．ここで，制約条件が等号で成

立することに留意すれば，彼の意思決定問題は

　　Max　g」＝2［（勘一〇）（α一2勧十目）／3

　　　一ト（α一2z〃f十zoゐ）2／9］，　zo．プ．’．〃ゴ

へと変換される．この極大化条件より，反応関

数

　　　　　z砺＝　（一α一z〃ん→一66）／5　　　　　　（13）

が導かれる．したがって，均衡での出荷価格は

zo　TT＝　（一θ十6c）／5＝o（α一〇）／5＜o　　（14）
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で与えられる6）．ここで，上付き7Tは両チャ

ネルがテリトリー制を採用していることを示し

ている．また，このときの小売価格，各小売業

者の販売量，および各生産者の利潤は，各’々

　　　　　　≠）TT＝　（α一ト40）／5　　　　　　　（15－1）

　　　　　　（1T1「＝2（α一〇）／5　　　　　　　（15－2）

　　　　　　2TT＝4（α一〇）2／25　　　　　　（15－3）

と計算される．この場合でも，生産者の出荷価

格は戦略的代替関係にあり，需要が増えるとき，

各生産者は出荷価格を引き下げる．

2，3　一方の生産者のみテリトリー制を採用す

　　る場合

　この小節では，生産者ぬがテリトリー制を

採用し，生産者ゴがテリトリー制を採用しない

という非対称な場合を考える．市場規での小

売業者の注文量は，テリトリー制の下での小売

業六趣については
　σ潮解＝　（6z－3zoゐ一ト2z砺十’）／4　　　ifブ＝〃z

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16－1）

　　　　　　（1勉ゴ〃露＝　O　　　　　ifブ　≠　〃¢　　　　　　　（16－2）

であり，テリトリー制を採用していないチャネ

ルの小売業者夢については
　　σσ彫＝　（α一2z〃歪一トz〃ゐ十’）／4　　　　ifブ＝　〃z

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16－3）

　σガ挽＝　（α一2z砺十zo勉一3’）／4　　　ifブ≠〃z

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16－4）

で与えられる．また，小売価格は

　　　　　1）吻＝　（α十ωゐ一1－2zOf十’）／4　　　（16－5）

である．したがって，各小売業者の粗利潤は

　3！ゐ勿、＝　（α一3zo彪十2z砺十一’）2／16　　　　ifブ＝〃z

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17－1）

　3！ガ〃z＝　（α一2z砺十z御心’）2／16　　　　ifブ＝　〃z

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17－2）

　㌢が吻＝　（α一2z砺一トzo二一3’）2／16　　　ifブ≠吻

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17－3）

となる．このときの市場吻での各生産者の販

売量g襯，α伽および小売価格は

　　（1ゐ〃，＝（1海力％＝　（α一3zoゐ十2zθf一ト’）／4　　（18－1）

　　σ勿3＝（1且〃、一ト（1ゴ2〃、＝　（α一2zの十zoゐ十’）／4

　　　　　一ト（α一2zOf十zoゐ一3’）／4

　　　　ニ　（σ一2z砺十zoぬ一’）／2　　　　　　　　　（18－2）
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と計算される．

　これらのことを考慮し，各生産者は他の生産

者の行動を所与として，小売業者に非負の利潤

を与えるという制約のもとで，自らの利潤を最

大にするように出荷価格とフランチャイズ料を

設定する，この状況における利潤最大化問題は

　　　Max　9々＝（ωrc）（伽十σヵ2）十2Fゐ，

　　　　∫．’．霊！為ゴ≧0，　zo．7．’，　zo々and　F々，

　　　　（々＝ぬ，の

と定式化される．ここで，制約条件が等号で成

立することに留意すれば，彼らの意思決定問題

は

　　Max銑＝2［（卿ド。）σ励十（α一3伽十2勧

　　　→一’）2／16－F‘］　　z〃．7．オ．zo海　　　　　　（19－1）

　　Maxz∫＝2［（〃ro）σ八十（α一2勧十観

　　　一←’）2／16－E十（α一2z砺一トz〃ゐ一3’）2／16

　　　－Fゴ］　　卿．γ．’．z砺　　　　　　　　　　　　　　（19－2）

へと変換される．これらの極大化条件より，反

応関数

　　　　zoゐ＝（一α一2z｛冴十66一’）／3　　（20－1）

　　　　　　　　　zOf＝o　　　　　　　　　　　（20－2）

が導かれる．したがって，均衡における出荷価

格は

　　　　　　　　　卸MT＝o　　　　　　（21－1）

　　　　　zoT財＝　（一α十40一’）／3　　　　（21－3）

となる7）．ここで，上付きルf7’は非対称な状況

においてテリトリー制を採用していない生産者

を，τMはテリトリーを採用している生産者を

示している．また，このときの小売価格は

　　　　　　ヵ＝　（α→一50一←’）／6　　　　　　　　（22）

となる．さらに，両生産者の利潤は

　gMT＝　［（α一〇）2一ト’（13’一4（α一〇））］／18

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23－1）

　　　　　　zTM＝（α一〇十’）2／12　　　　（23－2）

と言十算され’る．

　　　　　3．テリトリー制の採否

　これまでの議論を踏まえて，部分ゲーム完全

均衡を求める．すなわち，第1段階において各

生産者がテリトリー制を採用するか否について

検討する．各生産者の選択肢はテリトリー制を

採用するか（T），しないか（M）であり，この
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ゲームの利得表は表1で与えられる．

　ここで，各欄の最：初の値は生産者1の利潤，

後の値は生産者2の利潤である，このとき，

　9τT＞z班
　　if’＜　（100十30　v／7σ）（α一。）／650　　　（24－1）

　gTM＞9漸M
　　if’＜　（134十14脛ア）（α一〇）／508　　（24－2）

であるから，（3）式の仮定のもとでは，zπ＞

zMTおよびg躍＞z媚が成立する．すなわち，

テリトリー制を採用することが支配戦略となっ

ているのである．それゆえ，次の命題が成立す

る．

命題1

謝グーム羅均衡勿影1囎に右い乙両
三盛考ぱど6にテグみグー謝を翻ナる．

4．経済厚生

　本節では，両生産者がともにテリトリー制を

採用する場合としない場合とを比較する．2つ

の場合の出荷価格，小売価格および生産者の利

潤を比較すれば，

　　z〃掘M－zo　1Tニ　［18（α一。）十5’］／140＞0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25－1）

　　ρ醒M＞ρTT　　　　if　2（α一〇）／15〈　’　　（25－2）

　　2Tτ＞gMM

　　　if’＜　（300一ト140偏）（α一。）／5050

　　　［’〉　（α一6）／5］　　　　　　　　　　　　　　（25－3）

を得る．これらから，第1に，生産者がともに

テリトリー制を採用しているときの方が出荷価

格が低く設定されることがわかる．第2に，仮

定’＜（α一。）／5のもとでは，生産者がともに

テリトリー制を採用しているときの方が生産者

利潤は多くなる．そして第3に，輸送費がある

程度高ければ，両生産者がテリトリー制を採用

した方が小売価格は低くなる，それゆえ，小売

業者の利潤が常にゼロであることに注意すれば，

次の命題が成立する．

　命題2

　267－6ノ／75ぐ〆ぐ混一6ノ／5，ガゴ戎一堂乙でいる

まき，融盛着：がテグみグー勘1を棚乙でいる

どきの方堀生返ぎ着i礪～蟹考網ま6ノご犬
～窒ぐ・凌・る．　ナな4うち，　テグみグー房ゾの揚εろヲ～ごよ’

クでバレーみの，高山での改善が，まされる，

　この命題は，次のように説明される．チャネ

ルの利潤や経済厚生が減少しようとも，自らの

利潤が増加するのであれば，小売業者は市場間

輸送を行なって財を販売する．とはいえ，この

ような財の輸送はチャネルにとっては無駄であ

る．テリトリー制はこの種の無駄を省くことに

他ならない．実際，テリトリー制によって（輸

送費用を含む）限界費用の高い小売業者を排除

すれば，限界費用の低い小売業者のみが競争す

るので小売市場の競争は激しくなる．一方，小

売業者数の減少は競争を緩和する．命題2の想

定のもとでは，後者の競争緩和効果が前者の競

争促進効果を上回る8）．その意味で，テリトリ

ー制の導入は小売市場の競争を緩和する．その

結果小売価格が高くなり，各チャネルの販売量

は減少する．このことは，ライバルチャネルの

販売量の減少を意味するから，自らのチャネル

の（残余）需要は増加する．したがって，生産者

は出荷価格を引き下げるのである．このことが

小売価格を引き下げ，消費者厚生を向上させる

のである．それと同時に，小売価格の低下によ

ってチャネルの利潤は減少する．そうであるに

もかかわらず，テリトリー制の導入によって生

産者の利潤が増えるのは，無駄な市場間輸送が

排除されるからである．また，小売業者の利潤

はゼロであることに注意されたい。

5．結論

　本稿のモデルの部分ゲーム完全均衡では，第

1段階において，両生産者はともにテリトリー

制を採用する．また第2段階において，両生産

者は（14）式で示される出荷価格とフランチャイ

ズ料4（α一〇）2／25を小売業者に提示する．各々

の小売業者はこの販売契約を受け入れ，第3段
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階において，（15－2）式に示される注文を行なう．

このときの小売価格は（15－1）式で与えられる．

仮にテリトリー制が禁止されているならば，両

生産者は出荷価格をより高い（9）式の水準に設

定し，各小売業者は（10－3）式に示される注文を

行なう．このときの小売価格は（11－1）式で与え

られる，

　これら2つの状況を比較すれば，まず第1に，

生産者はテリトリー制を採用することによって

より高い利潤を得ることができる．また，輸送

費用が低い状況では，小売価格はテリトリー制

を採用しないときの方が低いが，ある程度輸送

費用が高い状況では，テリトリー制のもとでの

小売価格はテリトリー制を採用しない場合より

も低くなる．このときには，テリトリー制の導

入によって，生産者余剰も消費者余剰も増加す

るという意味で，パレート改善がなされるので

ある9）．

　経済学におけるテリトリー制についての理解

は，Rey　and　Tirole（1986）が論じたように，単

一チャネルの下では再販制と同等の効果を持つ

ということである．また，チャネル問競争を考

慮した場合，再販制の下での生産者による小売

価格の設定は，戦略的分離にもとつく競争緩和

効果を相殺するため，チャネル間競争を激しく

するのにたいし，テリトリー制はチャネル間競

争を緩和すると考えられてきた10）．確かに，本

稿のモデルでも，テリトリー制の導入によって

小売市場の競争は緩和されるが，生産者が出荷

価格を低く設定するため（その意味で，チャネ

ル問競争は激しくなっている），輸送費用があ

る程度高い場合には小売価格も低くなるし，無

駄な輸送が排除されるため生産者利潤は増加し

ている．このように，空間的競争を考慮した場

合には，無駄な輸送費を排除するという点で，

テリトリー制は経済厚生を向上させる効果を持

っている．

　チャネルにおけるさまざまな垂直的取引制限

が流通の効率化を促進し，流通費用を削減する

効果を持つことは広く知られている．我が国で

は，必ずしもこのような観点から独占禁止法が

運用されているわけではないが，テリトリー制
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については「合理の原則」が適用されている．

例えば新聞やビールなど，製品価格に対して輸

送費用が比較的大きな業種でテリトリー制が採

用されており，このことは，本稿の分析からも，

一定の合理性があると言えよう．一般に，健全

な市場は競争を促進するが，本稿で得られた結

果は，それよりもむしろ，流通の効率化が経済

厚生にとって重要な役割を果たす可能性を示唆

している．

　（論文受付2006年11月13日，採用決定日2008
　年3月14日，京都大学経営管理大学院・神戸国
　際大学経済学部・広島大学大学院社会科学研究
　科）
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　1）　テリトリー制についての研究として，Mathew－

son　and　Winter（1984），　Rey　and　Tirole（1986）および

成生（2005）などがある．また，Nariu　and　Flath（2005）

は，上限価格規制もまたテリトリー制と類似した効果

を持つことを指摘している．

　2）後の脚注7でも触れるように，これらの仮定に

より，両市場における出荷価格および小売業者の販売

量が正となることが保証される．仮に出荷価格が負で

あれば，小売業者は無限大の注文を行なうことで利益

を得ることができる．この状況が均衡でないことは明

らかである．

　3）仮定α＜4cおよびK（α一〇）／5より，0＜ω柵

〈0である．

　4）仮定K（α一〇）／5より，g伽（ブ＝吻）〉σ伽（ブ≠

勉）＞0である．

　5）仮に，フランチャイズ料を徴収できないとする
と，両生産者の目的関数は㌶＝2（”ゴー。）（2α一6働＋

4晦＋の／5となる．この場合には，αの上昇は出荷価

格を上昇させることになる．この点については成生・

鈴木（2006）を参照されたい．

　6）仮定α＜40より，勿π＞0である．

　7）出荷価格ω田が非負となるためにはK40一α

が必要であり，そのためにはα＜4cでなければなら
ない．また，（21－1）式と（21－2）式を（16－4）式に代入す

れば，g伽（ブ≠規）＝（α一〇一5の／6である．この値が

非負となるためにはK（α一〇）／5でなければならな

い．これらより，（3）式および（4）の仮定が必要である

ことが分かる．

　8）いま仮に，両生産者がテリトリー制を採用する

か否かにかかわらず同じ出荷価格”を設定するとし
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よう．この出荷価格は，（9）式および（14）式より，限

界生産費用。以下に設定されるとする．この状況では，

（6－1）式と（12－2）式より，テリトリー制を採用する場

合の小売価格はヵ7＝（α＋2zの／3，採用しない場合の

小売価格は加＝（α＋4ω＋2の／5であるから，

　　　　　ρM〈1）T　　　if’＜　（α一〇）／3

が導かれる．すなわち，テリトリー制によって限界費

用の高い小売業者を排除することからの価格引き下げ

効果は，輸送費用が高い時の方が大きいから，輸送費

用がある程度低い場合には，テリトリー制の導入によ

って小売価格が高くなるのである．命題2の想定
（’〈（α一の／5）のもとでは上式が成立するから，仮

に出荷価格が同じならば，テリトリー制の導入によっ

て小売価格は上昇することになる．

　9）　もちろん，輸送費用が十分に低い場合には，パ

レート改善とはならず，経済厚生を低下させるにもか

かわらず，生産者はテリトリー制を採用することにな
る．

　10）戦略的分離についてはBonanno　and　Vickers
（1988），Rey　and　Stiglitz（1988）および成生（1994）を参

照のこと．
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